警備員教育教本（基本教育編）
補　　　遺
　
令和元年８月３０日「警備業法施行規則の一部改正」等により、
次のように変更されましたのでご使用ください。
　　　

※頁・行は、「平成29年10月28日／新訂12版発行」のものです。
	頁
	行
	旧
	新

	32
	13
	一　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの
	一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

	34
	2
	(1)第1号に掲げる者
「成年被後見人」とは・・・法務大臣の指
定する法務局に登記された者をいう。
	(1)第1号に掲げる者
「破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者」とは、破産法の規定に基づき、裁判所から破産手続開始決定を受けた者で、復権を得ていないものをいう。

	46
	下2
	…警備業務に従事する以前に30時間以上…
	…警備業務に従事する以前に20時間以上
…

	47


	1
　4

　5
13
下3
下2
	…毎年4月１日から9月30日までを前期、
10月１日から翌年の3月31日までを後期と
2期に分け、各期において8時間以上受講す
べき教育である。
(1)新任警備員教育の内容
① 基本教育　15時間以上
② 業務別教育（15時間以上（施設警備
　業務の場合））
(2)現任警備員教育の内容
① 基本教育（各教育期ごとに3時間以上）
	…毎年4月１日から翌年の3月31日まで
の期間において10時間以上受講すべき
教育である。
(1) 新任警備員教育の内容
① 基本教育　
② 業務別教育（施設警備業務の場合）
(2)現任警備員教育の内容
① 基本教育

	48


	5

	②業務別教育（各教育期ごとに5時間以
上）
	② 業務別教育


※（成年後見制度の欠格条項を削除する法案が令和元年１２月１４日施行となる。）
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